
の宿泊施設に予約が集中しないよう、施設の規模に応じた補助上限額を設定
しながら、予算規模を拡大し、更なる観光需要の創出を図りたい。また、秋田ふ
るさと村をはじめとする県有観光施設には、厳しい経営環境を踏まえ、今後も
指定管理者が行う誘客対策等を積極的に後押ししていく。

　小原　原油の高騰により、生活の足である車のガソリン代や灯油などの暖
房代はもちろん、食料品や生活用品などの物価も上がり、生活が非常に苦しい、
何とかしてほしいという県民の声を多くいただく。また、営農においても燃油や
石油製品を原料とする生産資材などの値上げが相次いでいることや、運送業、
飲食店、工場や商工業者からも経費のかかり増しで大変だという声も上がって
いる。コロナ禍の経済停滞と併せ、ダブルパンチの状況で、このままであれば
生活が出来ないという声に対し県としてどのような対応をしていくのか、また、
国に対しどのようなアクションを起こしていくのか。私は、国に対し東日本大震
災からの復旧・復興が果たせるまで凍結している「トリガー条項」を一旦解除し、
復興財源には配慮しつつもガソリン代をリッター当たり25.1円下げることや、
燃料や資材などの農業漁業対策についてもしっかり支援していくこと、低所得
者への福祉灯油の実施、運輸業や商工業に対し、支援や資金融資などを早急
に訴え、最大限の支援を求めていただきたいと思う。また、県としても生活困窮
世帯や飲食店、運輸業などの中小規模事業者への支援や資金融資制度の創
設など、迅速な取り組みを進めていただきたいがどうか。

　県　県民生活においては、厳冬期を控え、暖房費等に大きな影響を受けて
いることから、生活困窮世帯に対し、市町村と共に灯油購入費の助成を進めて
いく。また、事業者への支援については、商工団体やあきた企業活性化セン
ターに相談窓口を設置したほか、県制度融資により、資金繰りを支援していく。
さらに、施設園芸や漁業においては、燃油価格が一定の基準を超えて上昇した
場合、補てん金が支払われるセーフティーネットの仕組みがあり、現在、当該制
度への加入を促進している。なお、国においては、燃油の卸売価格抑制対策を
はじめ、農業・漁業・運輸など事業活動への影響の大きい関係業界・業種への
支援を行うことにしている。県としては、こうした国の支援策の具体的内容を注
視するとともに、原油価格高騰の影響が深刻化・長期化する場合などには、速
やかに追加の対策が講じられるよう要請していく。

　小原　今回の米価の大幅な下げ幅は米農家の想定を上回るもので、営農
意欲を喪失し、今後離農が進むことが懸念されている。また、昨今、米の消費量
が減少する中、昨年より続くコロナ禍で、外食向け業務用米の需要が減少し、
それにより民間在庫も増加する等、今後も先行きが不透明な状況。国は消費
拡大、作付け転換等、米の需給対策に取り組んではいるが、現状として十分な
改善には至っていない。我が国の食料安全保障の観点からも、生産者の意欲
を損なうことなく、安定的な米価の下で所得確保に努めるようあらゆる政策を
総動員すべきではないか。県として今後どのような対策をしていくのか、また国
にはどのようなことを求めていくのか。私は国に対し、①民間に保管されている
令和2年産米の過剰在庫を政府備蓄米の枠を拡充し受け入れ、市場から隔離

すること。②過剰在庫に係る経費について必要な支援を行うため、予算確保に
取り組むこと。 ③受け入れた政府備蓄米を、既に実施されている子ども食堂や
子ども宅食への支援のさらなる推進に充てるほか、コロナ禍における生活困窮
者等への支援をしていくことと併せ、災害等緊急支援の一つとしてレトルト
パック化した米を備蓄し、状況に応じて被災地への供給や海外援助に活用す
るなどで需要促進に取り組むこと。④作付け転換に支障を来さないよう、水田
活用の直接支払交付金について、より十分な予算を確保すること。⑤様々なリ
スクに対応し、今後も安定的に営農活動が続けられるよう、農業者戸別所得補
償制度を復活し、再度、生産調整を政府主導に戻し、収入保険と一体的に実施
することなど、恒久的な制度の構築と十分な予算確保について検討することを
求めていくべきと考えるがいかがか。

　知事　令和3年産米においては、全国で作付け転換が行われたものの、コ
ロナ禍により、過剰在庫の解消には至っておらず、産地の努力のみで需給を均
衡させることは困難。このような中、国では、在庫となっている2年産米37万ト
ンの保管料等を支援し、このうち、コロナ禍による需要減に相当する15万トン
を特別枠として、通常の消費に影響を与えないような形で、長期の販売に振り
向けるなど、販売環境の改善に向けた支援策を打ち出している。これに対し、
先般の政府主催の全国知事会議で、特別枠が市場隔離効果を確実に発揮す
るとともに、豊作や予期せぬ需要の減少が、米価に長期的な影響を与えない恒
常的な需給調整システムの構築などについて、私が直接要望したところであり、
来週予定している国への要望においても、作付け転換に必要な予算を確保す
るよう、強く働きかけていく。

　小原　議会で何度も取り上げてきたが、今年6月から施行された食品衛生
法改正によって、猶予期間の3年後までに基準に沿った加工施設で製造しな
ければ、漬物などの許可対象となる加工品の販売が出来なくなることになった。
直売や道の駅で加工品を販売する県内農家の皆様や、購入を楽しみにしてい
る県民の皆様からは「3年後にはもう作れなくなる、収入が減る、食べられなく
なる」という不安の声、支援を求める声が大変多く寄せられている。私は、秋田
の食文化を守るためにも、農家の所得を守るためにも、来年度からの新たな元
気創造プランや農林水産ビジョンなど県の指針の中に取組を明記し、各市町
村の要望を聞きながら必要な支援を進めていただきたいと考える。県のアン
ケート調査ではどのような現場の声が上がっているのか、また、どのような支援
を考えているのか。

　知事　漬物を販売する農家へのアンケート調査では、回答者の約4割から
「高齢のため漬物製造を継続できない」など、事業継続を断念する声があった。
一方、継続意向を示している約6割の中には、「今後は共同施設を利用したい」、
「施設整備に伴う資金が不足している」などの声があり、市町村や関係団体か
らも、施設整備等への支援を要望されている。県としては、ビジネスとして成り
立つ規模での個別農家の施設整備のみならず、施設の共同利用を促進するな
ど、法改正を契機として、持続性のある事業体制に強化する観点から、市町村
と連携しながら、今後の支援のあり方について検討していく。

　横手市民の皆さまのおかげで、34歳での初当選以来、県議会議

員として3期11年仕事をさせていただいておりますことに、心から感

謝を申し上げます。

　この間、秋田と地域のために、①本社機能を含む企業誘致、②中

小企業振興条例の制定、③雪害水害などの災害対策、④農業の販

路拡大、⑤果樹と園芸振興への支援、⑥コロナ禍で所得が減った
方への支援や経済対策、⑦子育て世帯への家計と学習支援、⑧子

どもの貧困対策、⑨女性の仕事場づくりと就職支援、⑩学校トイレ

の洋式化、⑪学校給食の県産品導入拡大、⑫県独自の飲食や宿泊

の補助、⑬ゼニタナゴの保護、⑭屋台営業の条例改正と要件の緩

和、⑮ドクターカーの導入、⑯不妊治療への支援、⑰市内の信号設

置や道路の拡幅、⑱全国消防団大会の誘致と消防活動への支援、

⑲河川改修と洲ざらい、⑳若者の県外海外研修支援、㉑若手経営

者育成支援、㉒地元NPO活動の維持支援、㉓イージス・アショアの

設置阻止など、県内さまざまな課題について取り上げ、前進させる

ことができました。

　2021年6月からは、これまで許可なしで販売できていた漬物等の

加工品が、食品衛生法改正により3年後までに衛生基準を備えた

施設で加工しなければならなくなったことへの支援を県として進め

ていくよう県議会で何度も取り上げ、新聞やテレビ、県内の市町村

議会などで話題になるまでになりましたし、米価の下落対策などの

農家支援にも大きく力を入れております。

　また、現在はガソリンをはじめとする燃料費の高騰支援などの生

活支援や、教育の無償化、公立・公的病院の維持、最低賃金の向上

や給与向上への支援、スタジアムや県立体育館の整備、住宅リ

フォーム事業の拡大、除雪状況をネットで見られる仕組みづくり、

横手市にある県立衛生看護学院の大学化、秋田ふるさと村の高速

道路SA化なども実現していけるよう取り組んでおります。

　議員として10年を過ぎ、中堅になってきたことで、徐々に役所や

専門家の方々、地域や企業の皆さま、国会議員、他会派の議員と連

携をして仕事をしていくことや、法律・条例・予算や他県の取り組み

状況も把握しながら県政に反映できるようになってきました。

　私としましては、県議の仕事の中で、少しずつ皆さまのお役に立

てる時期になってきていると思っております。

　これからも皆さまの生活向上のため、子ども達の未来のため、必

ずこのふるさとのお役に立てるよう、力を尽くしてまいります。今後

とも皆さまのご指導、ご鞭撻をよろしくお願いいたします。

　共に秋田を、横手を元気にしていきましょう！

教育公安委員会委員。この11年、県議会で農林水産委員会4年、福祉環境委員会2年、産業観光委員会2年、
建設委員会2年を経験。現在は教育委員会に所属し、現役親世代の声を県政に届けています。2021年11月、
自治功労者10年表彰を受けました。
その他、観光産業振興議員連盟幹事長、秋田県農業を応援する議
員連盟幹事、商工会活動を支援する秋田県議員連盟幹事、秋田県
技能議員連盟幹事、ボーイスカウト秋田連盟議員懇談会幹事、ス
ポーツ振興議員連盟会計、建設振興議員連盟、森林林業林産業活
性化推進議員の会、資源エネルギー開発議員連盟、国際交流議員
連盟、情報化推進議員連盟、「北海道・北東北の縄文遺跡群」世界
遺産登録推進議員連盟、秋田県議会日台友好議員連盟、野生鳥獣
との共生と狩猟者育成を推進する議員の会、日本将棋連盟秋田県
南支部顧問、横手北中PTA副会長、横手市消防団員、横手おやこ
劇場、横手ライオンズクラブなど。

［ 現在の役職・所属 ］
この1年、子ども達の活動支援にも力を入れてきました。三男が所属する小学生野球チー
ム「横手北スラッガーズ野球スポーツ少年団」親の会会長としてサポート。横手北スラッ
ガーズは新人戦全県大会優勝、6年生の高円宮杯全国学童野球全県大会も優勝するこ
とができました。次男が通う横手北中学校で
はPTA副会長として街頭指導や学校行事に
参加。次男が所属する横手北中野球部は全県
新人戦ベスト4に進むことができました。
暗い話題が多いコロナ禍の中、子ども達から
地域に明るい話題をもらいました。やはり子ど
も達の活躍が一番。これからも地域の横手の
子ども達の活動をしっかりサポートしていきた
いと思います。

［ 最近の出来事 ］

［ 小原正晃（おばらまさてる）プロフィール ］
昭和52年、横手市生まれ。横手西中学校（現横手北中学校）、大曲高校、東京造形
大学美術学科卒業。秋田ふるさと村、道の駅十文字の社員を経て、34歳で秋田県
議会議員に初当選し、現在3期目。3人の子育て真っ最中（大学生1人、中学生1人、
小学生1人）。3世代8人家族で暮らし、介護の現場も経験。子どもたちの健やかな
育ち、親世代の穏やかな老後を支え、次の世代に誇れる「ふるさと横手」をつないで
いきます。趣味は美術鑑賞、将棋、読書、漫画、スポーツ観戦、お弁当づくり。

小原まさてる事務所 〒013-0821 秋田県横手市上境字番匠田111
TEL&FAX.0182-35-6600　携帯.090 -3510 -7522

w w w. ob a ra ma s a te r u . j p小原まさてる @obaramasa te ru

年明けから、全国的にコロナウイルス感染が急速に拡
大し、県内でも大規模かつ複数のクラスターが発生す
るなど、県民生活に深刻な影響が生じました。知事は、
「飲食店由来の感染が少ない」「まん延防止等重点措置
区域を適用しても、まん延防止につながるという根拠は
ない」といった理由を挙げ、適用を申請しない意向を示
しました。しかし、すでに客足が遠のいてしまった飲食
店に対し、わずかでも支援の手を差し伸べることが喫
緊の課題であるとともに、未来を担う子ども達の学習機
会の確保や、医療・介護現場における負担軽減と、県民
の安全・安心を確保するため、早急に対応すべきものと
考え、県議会会派で県に要望書を提出しました。

県議会での質問後、各種メディアか
ら取材を受け、問題が取り上げられ
ました。特に漬物製造の質問後は河
北新報の1面記事、魁新報、NHK
ニュースなどの他、Yahooニュース
のトップにも上がり、全国に反響が
広がりました。その後、国会や市町
村議会でも取り
上げられるよう
になり、支援が
議論されるよう
になりました。

県への
要望

問題
提起



ので、我々も市ともよく協議しながら支援していく。いずれ雪解け後につぶさな
樹体の被害調査と営農の意向調査を行い、それを踏まえて現場といろいろ協
議しながら必要な対策があるのか、どういうことがよいかを検討していきたい。

　小原　防除費の費用助成も農家の皆さんから声が上がっている。10年前も
横手市で補助したときも非常にありがたい取り組みだったということで県にも
様々お願いしたいという声があるので、ひとつ要望として付け加えさせていただ
く。知事はこの果樹への支援をどう考えるか。

　知事　県でできることについてはしっかり支えて、また国へも要望を踏まえ、
この産地を守っていくという姿勢で今後当たりたい。

　小原　秋田の農家の所得を守るためにも、食文化を守るためにも、農家の方
に受けたい支援、支援を受けられるのであれば継続していきたいということを
しっかりアンケート調査し、是非とも枠組みを作って支援してほしい。

　知事　設備投資が大きくなると、そもそも相当売らなければ運営費が出てこ
なく、いわゆる設備投資と、売るための生産能力、あるいは販売計画がどのよ
うに整合性を取れるか。個人であまり大きなものをやって、逆にあまり売れない
と負担になり、また行政としても、設備投資に補助金を出して売上げが少ない
となれば効率が悪いので、もしやるとすれば小口のもの、あるいはグループ化し
た場合はある程度大口とか、そこら辺の分け方が必要。また、できればある程
度仲間同士で集まって取り組むことによって商品のバリエーションも増え、組
み合わせでいろいろなことができる。全くの個人でぽつぽつとやることに公費
をたくさんかけるというのは厳しい。むしろ企業化するようであれば、いろいろ
な面で相当効果的ではないかと思う。いずれ、制度の端境期なので、いろいろ
な面で検討する。

　小原　6月の総括の続きになるが、あの後、河北新報朝刊、ＮＨＫでもニュー
スこまちなどで取り上げていただき、農家の皆さんだけでなく少しずつ県民の
皆様に危機感が共有できてきている。現在農家さんからアンケートの集計がか
なり入って来ていると思うが、現場からどのような県民の声がどの程度届いて
いるのか。また、市町村からはどのような声が上がってきているのか。

　県　県内直売所で漬物を販売する636人に対しアンケートを行った。回答

があった306人のうち6割が継続して漬物を出したいとの声があった。残りの4
割は高齢化もあり中止するとのこと。漬物販売は県南が5割を占めている。横
手市からは事業を継続するため県にも支援をという声が出ている。

　小原　知事、県民の声や市町村の声を受け、どう次のプランやビジョンに盛
り込んでいくのか。また、国に有利な事業をつくってもらえるようお願いできな
いものか。

　県・知事　この食品衛生法の改正を契機に、地域の継続性や発展性を促す
ような観点で、市町村と一体となってどういう仕組みがいいのか考えていきた
い。農業政策、小規模事業政策にも国が支援の輪を広げていくよう要望してい
きたい。

　小原　これからは次世代通信技術を公共インフラと位置づけ、積極的に普
及と活用をしてく必要がある。本県ではどのような計画を立て、どのようなこと
を積極的に進めようと考えているのか。また、本県の5Ｇ通信可能エリアを見る
と一部中心市街地のみで非常にエリアが狭く、ローカル5Ｇの活用についても
県内における積極的な動きがほとんど出ていない。普及の優先順位を採算優
先の民間企業に任せるだけではいつまでも行政側で整備を導入していきたい
場所に届かないケースも出てくるのではないか。現在の進捗状況やこれからの
見通しはどうなのか、本県ではいつ5Ｇの恩恵を受けることができるようになる
のか、また、事業者に設置場所の要望をしていくことや、設置場所の提供や導
入支援をしていくつもりはあるのか。併せて、県としてローカル5Ｇを整備し、積
極的に新技術の活用や用途の研究などに取り組んでいく考えはあるのか。ま
た、2030年頃予定されている6Ｇの展開に向けても早い段階から整備促進に
取り組む必要があるのではないか。

　知事　本県におけるカバー率は明らかにされておらず、昨年度末時点の全国
カバー率は16.5%となっており、国の方針では、令和5年度末に98%まで高め
ることになっている。5Gの整備については、通信事業者が端末の普及度など
ニーズ等を見極めながら進めるものであり、県では、事業者に対しエリアの拡
大を働きかけている。また、整備の加速化が期待されることから、 引き続き、国
の責任において整備を促進するよう要望していく。ローカル5Gについては、本
県の事業者が東北初となる免許の交付を受け、スマート農業の研究など、官民
が連携して取り組んでいる。今後は、6Gの動向も見据えつつ、IoTやAI の活用
等による生産性の向上や競争力の強化などに取り組むDX推進計画を年度内
に策定することにしており、県民の利便性向上に鋭意努めていく。

　小原　政府がＧｏＴｏキャンペーンの具体的な内容を示した後、今後の国の
事業に対し、本県で行う上乗せ支援や、県民割、プレミアム宿泊券・飲食券など
を追加で行い、需要を喚起して欲しいがどうか。考えがあるとすればどのような
基準と期間、予算規模で考えるのか、併せて、前回行った際、宿泊先や目的地
が集中することなどの課題点を、どう考え解決していくのか。また、アフターコ
ロナに、秋田ふるさと村や男鹿水族館ＧＡＯなど、県が保有する観光施設など
で、どのような取り組みを行い、観光誘客を促進していくのか。

　知事　先般、国からワクチン・検査パッケージの活用を前提に、県民割の補
助対象を隣県や地域ブロックに順次広げる方針が示されたところであり、県で
はこれに合わせ、冬割キャンペーンの対象者を隣県にも広げるとともに、特定

　県　いわゆる除排雪、排雪するための雪を寄せる場所は、ある程度大規模
なところは確保されているとは思うが、正に町なかで身近なところで捨てられる
場所をしっかり確保していくことは非常に大事なこと。市町村、関係機関とも
連携をしながら、極力そうしたところを確保できるように取り組んでいきたい。

　小原　地域住民用雪置き場事業、これは非常によい取り組み。こうした事
業を全県に広げていくことができれば、ある程度の雪捨場や雪押し場の確保
につながっていくのではないか。知事、検討できないか。

　知事　そういう事例を他市町村に、あまりなかなかそう簡単に場所がないと
ころもあるが、この事例を全市町村にお示し、検討願う。

　小原　今回除雪オペレーターは本当に大変だった。日中担当道路をパト
ロールして降雪状況を確認し、雪が降った夜、夜中に連絡を受けて真夜中の１
時頃に会社に行って重機を動かす。今回のような大雪の場合はかなり長く残業
して仕事を終えても、日中家に帰れば家の除雪や雪下ろしも重なって寝る時間
もなくて本当に大変だったようだ。こうした苛酷な仕事ということもあり、作業
員の人たちも少なく、交代人員もほとんどいないようなところが多いようだ。県
としてオペレーターの人員の確保についてどのように考えるか。

　県　除雪のオペレーターについては高齢化等、担い手不足が懸念されてい
て、大きな問題だと認識している。除雪オペレーターの確保は、まずは地域の
建設業者が継続して経営の安定を保つとともに計画的な雇用も可能なよう
に県として除雪に関しては複数年契約としているほか、昨年度のように少雪
時には除雪機械の保険料などのいわゆる機械の固定費を一定程度払う仕組
みを創設した。また今年度からは除雪業者の優秀なオペレーターを地域振興
局長が表彰することで、除雪業務に従事している方のモチベーションの向上
にもつながるような取り組みを行っており、引き続きこういう取り組みを続け
ていきたい。

　小原　除雪オペレーターの作業内容に見合った労務単価の設定、安定雇用
を図るための補償や労務費、賃金体系の改善、講習会の実施や免許等の補助
など、県として前向きに検討していただきたいがいかがか。知事はどう考えるか。

　県・知事　今冬の除雪に関わった除雪業者の方々の意見も聞いて様々な
支援策や我々の発注のやり方についてもいろいろ考えていきたい。また、全
部県でやるのかどうかは別にして、あまり雪が降らないところもあり、ほとん
ど降らないところに県が全部というのは公平性があるので、例えば降るとこ
ろと一定の市町村との連携によってそういうことを行うことは十分に検討に
値すると思う。

　小原　今回の雪害のように被害を元に戻す政策というのはしっかりやって
くれているようでそれは本当に大変ありがたいが、欲を言えばその先マイナスを
ただゼロにするのではなくてプラスになった、良くなったという展望を作ってほ
しい。例えば今回大変な被害を受けてしまったが、それを契機として他地域に
先駆けた最先端の農業を取り入れたり、人手不足や高齢化への対応、克雪農業
をしっかり取り入れたりするなど、より先を見越した復旧事業を考えてほしい。

　県　今回の復旧対策そのものの考え方として、原状復旧のみならず、要は災
害に強いような改良復旧を促進しましょうというのがまず大きな考え方として
今の予算、事業を組んでいる。随時研究したり、ある程度確立した技術であれ
ば現場で実証したりしながら復旧に向けていきたいので、基本的にやはり１０
年後にまた同じことを繰り返さないという、少なくとも同じ結果にはならないよ
うにしなければならないという思いでやっている。

　小原　10年前を見ても、かなり手厚く支援メニューを作ってもどうしても廃
園を選んでしまう方もいる。やめる方への支援をしなければ周りの農家に迷惑
がかかるとも言われ、耕作放棄地にならないよう、農地を引き受けた方への支
援もしっかりするべきではないか。

　県　樹園地の事業承継、そこら辺が1つの課題になる。前回、平成２２年度
豪雪のときには大体122ヘクタールほどが廃園という形になった。今の平鹿、
雄勝だと1,350ヘクタールくらいなので、また同じことが起こると1割も飛ぶこ
とになり、何とかそれは避けたい。市でもいろいろな支援策を考えているような

　小原　横手市下境地区に予定されている下水処理センター内の汚泥処理
施設について、農業用の肥料にしていくことなどの取り組みを進めるようにお
願いしたいが、設置において周辺への臭い対策など、周辺住民の皆さまがしっ
かり納得できるよう進めて欲しい。また、周辺住民への雇用の場としても考え
て欲しい。

　県　周辺の住民に対しても、昨年に説明会を行ったが、一回説明したからそ
れで終わりということではなく、毎年意見を聞きながら、状況を確認しながら継
続的に進めていきたい。

　小原　知事や建設部長に山内地区（横手市）の雪崩現場を一緒に見ても
らった。まだ県内にあのような雪崩が起きたり、雪崩防止をしていないような箇
所が多々ある。順次点検して対応していくという理解でいいか。

　県　しっかり点検、対応していく。

　小原　地元では長年の課題で、非常に期待している。地元では、やはりなる
べく早くしてほしいということ、狭い道路が雪で更に狭くなっていて、非常に危
ないということが話題になっている。あそこは高校、小学校、保育園、横手病院
に通う人たちもかなり利用していて、朝の時間は交通量が非常に多い。今後、い
ろいろと工事を進めていく中で、子ども達の安全面、そして車の安全面をしっか
りと確保してほしい。案内看板など情報がしっかり分かるようなものも出してほ
しい。

　県　現在は用地補償の途中ということで、地元の協力体制が、今のところ
は最も重要なポイント。当然、工事のときになったら、高校や小学校の通学路に
もなっていると思うので、工事の時間帯など十分配慮した上で進めたい。そうし
た中でも、町なかの道路工事に関しては、地元の要望等、声を聞きながら進め
なければ駄目だと考えているので、そうした声をお寄せいただければ、できるこ
とであれば対応していきたい。

　小原　町なかに住む方から、各屋々の雪を捨てる場所がなくて何とかしてほ
しいとたくさんお話しいただいている。町なかは流雪溝など整備されているが
使える時間が決まっていて、降り続く雪の中では間に合わない場合も多い。近
くに公園や雪捨場があればスノーダンプで押していけるが、そうしたところもな
い。また除雪車も雪を寄せる場所があれば入っていける路地もあるが、今回はあ
まりの雪で押す場所もなかったこと、反転する場所もなかったとのことで、路
地に入っていけず、救急車も入っていけなかったという話もある。こうしたこと
はまず一義的には市町村が考えることだが、県としても基本的な住環境の整
備を考えていかなければいけないのではないか。

教育公安委員として、警察分野では「振り込
め詐欺対策」、「信号機の設置」、「認知症徘徊
捜索の対応」など取り組みが進むよう議論。
教育分野では「学校へのタブレット導入」、
「コロナ禍による修学旅行の対応」、「学校教
諭の長時間労働の軽減」、「県立学校建設耐
久化」、「トイレの洋式化」、「教室へのエアコ
ン設置」などの要望・提案をし、取り組みを進めることができました。また、総括
審査では、5月に施行された食品衛生法の改正によって、3年後までに施設整備を
しなければ漬物などを販売できなくなることへの県としての取り組みや支援を県
議会でいち早く要望・議論し、全県直売農家へのアンケート調査や来年度の支援
などに結びつけることができました。

教育公安委員として、警察分野では「コロナ禍
の交通安全教室の実施方法」や「特殊詐欺対
策」、「非行少年対策」などを議論。教育分野で
は「トイレの洋式化」、「新教育型校務システム
導入」、「学校建設における県産木材利用」、
「県内美術館や博物館の来年の取り組み」、
「特別支援学校のタブレットの自宅使用」、「プ
ログラミング教育の状況と県内自治体の地域
差が出ないような取り組み」などを議論しました。また、一般質問では「産業と人
口の偏在解消」、「５Ｇへの対応」、「アフターコロナの交通体系の整備」、「アフ
ターコロナに向けた観光振興策」、「地域のお祭りの観光資源化」、「わらび座へ
の支援」、「ガソリンなどの原油高対策」、「米価の下落対策」、「食品衛生法改正に
よる漬物等の加工品の扱いと県産加工品の販路拡大」、「イージス・アショア問題
の決着」、「知事の発言」などを取り上げ要望・議論しました。

教育公安委員として、警察分野では「免許セン
ター前道路が狭く、免許センター改修時に周
辺道路の拡充の必要性」などを提案し、免許
センター敷地内にバス停を移設し来場者の利
便性を図るとの回答を得ました。教育分野で
は「自然体験活動センターのコロナ対策」、
「世界遺産環境整備」、「大曲高校新校舎建設
時の部活動や体育授業場所の確保」、「学校
でのコロナ対策」などを議論し、取り組みを進めることができました。また、総括
審査では6月議会に引き続き、食品衛生法の改正による漬物や加工品の販売支
援を議論し、支援を要請しました。

この1年、所属委員会での質疑に加え、12月議会の本会
議で一般質問、2月・6月・9月議会では総括審査に臨みま
した。引き続き、身近なことから大きな県政課題まで幅広
く提言を続けてまいります。

建設委員として、横手市に建設が予定されて
いる「下水処理センター内汚泥施設の臭い対
策」や「大雪の除排雪対応」、「山内地域の雪
崩対応」、旧横手市内の長年の課題である
「八幡根岸線、本町～横手幼児園～横手病院
前道路の早期実現と工事時の交通安全」な
ど、地元の課題を中心に要望・提案し、取り
組みを進めることができました。また、総括
審査では、県南部の大雪対応への要望や、第七次秋田県高等学校総合整備計画
で増田高校、平成高校、雄物川高校の3校統合についての県の考えや跡地の利活
用について議論しました。


